
日印間の貿易構造

往復貿易額の約94％を
協定発効後10年間で関税撤廃

日本→インド

5696億円

日本はインドからの輸入の

 
約97％を10年間で無税に

(2006年

 

財務省貿易統計）

インドは日本からの輸入の

 
約90％を10年間で無税に

(2006-07年インド貿易統計）

日・インド包括的経済連携協定の概要

日・インド包括的経済連携協定の意義
アジア第３位の経済規模を有し、近年著しい経済成長を続けるインドとの間で、貿易の自由化・円滑化、投資の促進、関

 
連分野の制度整備を図ることにより、ビジネス・チャンスの更なる拡大とともに、両国間の経済関係の一層の強化、ひいて

 
は日インド関係全体の緊密化が期待される。これにより、インドは日本最大の経済連携パートナーとなる。

交渉の経緯

2004年11月
日印共同研究会

 
（JSG）立ち上げ

 
に合意

2005年7月
～2006年4月

４回のJSGを実施

2006年12月
交渉開始を決定

2007年1月
～2010年

 

9月
14回の正式会合

 
と多数の中間会

 
合を開催

2010年

 

9月
大筋合意

2010年

 

10月
交渉完了を宣言

2011年

 

2月
署名

インド→日本

3445億円

2009年財務省貿易統計

（物品の区分は概況品を参考に作成）
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